
平成１８年度三郷市決算状況調書

埼玉県 市町村 団体コード

区      分 決 算 額 構成比 対前年度増減率 住民一人当たり額(円) 区 分 決 算 額 構成比 対前年度増減率 住民一人当たり額(円) 充当一般財源等

平成１７年 128,278 平成12年 4,338 地方税 17,152,857 52.5% 8.8% 134,108 議会費 304,507 1.0% -1.6% 2,381 304,507
平成１２年 131,047 平成17年 4,253 第１次産業 第２次産業 第３次産業 地方譲与税 1,299,274 4.0% 55.6% 10,158 総務費 4,433,586 14.3% -6.0% 34,664 3,936,351
増 加 率 -2.1% 平成12年 119,839 12年国調 1,040 24,709 42,997 利子割交付金 53,655 0.1% -33.6% 419 民生費 9,769,757 31.6% 4.6% 76,384 6,361,839
平成19年3月31日 127,903 平成17年 116,561 構 成比 1.5% 35.9% 62.6% 配当割交付金 64,171 0.2% 47.7% 502 衛生費 2,423,735 7.8% 3.3% 18,950 2,247,624
平成18年3月31日 127,797 17年国調 938 21,429 42,830 株式等譲渡所得割交付金 52,538 0.1% -20.6% 411 労働費 175,854 0.6% -0.4% 1,375 24,292
増 加 率 0.1% 構 成比 1.4% 32.9% 62.5% 地方消費税交付金 1,085,897 3.3% 5.2% 8,490 農林水産業費 109,452 0.3% -5.3% 856 96,024

自動車取得税交付金 311,306 1.0% 1.2% 2,434 商工費 283,743 0.9% 2.7% 2,218 95,743
地方特例交付金 397,962 1.2% -23.3% 3,111 土木費 4,815,417 15.6% -6.9% 37,649 3,151,585
地方交付税 1,010,894 3.1% -58.7% 7,904 消防費 1,481,612 4.8% 4.3% 11,584 1,399,377
うち普通交付税 803,823 2.5% -63.9% 6,285 教育費 3,298,811 10.7% -55.2% 25,792 2,729,970
うち特別交付税 207,071 0.6% -6.4% 1,619 災害復旧費
交通安全対策交付金 29,505 0.1% 8.1% 231 公債費 3,843,030 12.4% -4.5% 30,046 3,820,254
分担金・負担金 107,264 0.3% 1.1% 839 諸支出金
使用料・手数料 709,523 2.2% -0.8% 5,547 繰上充用金
国庫支出金 2,492,508 7.6% -12.7% 19,487
県支出金 1,101,260 3.4% -0.7% 8,610
財産収入 38,168 0.1% -74.6% 298
寄附金 1,168 0.0% -53.0% 9
繰入金 1,005,409 3.1% 11.9% 7,861
繰越金 1,864,702 5.7% -3.5% 14,579
諸収入 1,166,498 3.6% -34.2% 9,120
地方債 2,748,300 8.4% -57.5% 21,487
合          計 32,692,859 100% -11.9% 255,607 合 計 30,939,504 100% -12.2% 241,898 24,167,566

人件費 8,082,719 26.1% 2.0% 63,194 34.2% 36.4%
うち職員給 6,016,916 19.4% 2.8% 47,043

職 員 数 平均年齢(歳) 扶助費 4,392,815 14.2% -2.2% 34,345 8.5% 9.0%
688 45.1 公債費 3,843,006 12.4% -4.5% 30,046 17.4% 18.6%
10 49.2 物件費 4,864,635 15.7% 5.2% 38,034 16.3% 17.4%
149 41.9 維持補修費 418,901 1.4% -2.8% 3,275 1.5% 1.6%
38 52.8 補助費 1,970,626 6.4% -2.4% 15,407 7.0% 7.5%

うち一部事務組合分 872,894 2.8% -0.6% 6,825 3.7% 4.0%
885 45.0 うち一部事務組合分以外 1,097,732 3.6% -3.8% 8,583 3.3% 3.5%

決 算 額 繰出金 3,973,870 12.8% 8.4% 31,069 8.2% 8.7%
453,676 貸付金 359,900 1.2% -14.0% 2,814 0.0% 0.0%
4,558 投資及び出資金 合 計 20,415,776 93.1% 99.2%
1,247 積立金 329,783 1.1% -58.7% 2,578

127,775 繰上充用金
6,441 普通建設事業費 2,703,249 8.7% -60.6% 21,135 20,581,659
21 うち補助分 743,470 2.4% 5.0% 5,813 16,385,547

4,616 うち単独分 1,727,415 5.6% -69.2% 13,506 2,385,171
うち県営事業負担金分 232,364 0.7% -57.8% 1,817 53,655

598,334 災害復旧事業費 116,709
- 620,370 失業対策事業費 311,306

38,362 803,823
397,962

- 29,505
- 90,661

4,720

合　　　　　計 30,939,504 100% 3.3% 241,898 2,600

土地開発基金
合　　　　計

みどりの基金

90.9%

介護保険事業

505,495

減税補てん債と
臨時財政対策債を経常
一般財源から除いた額

329,413
経常一般財源収入

1,798,219

1,749,730
872,894
876,836
3,795,756

3,584,590
323,966

3,820,230
3,684,782
410,027

中央都市整備推進基金

地域福祉基金

・その他　

59,167
816,132
72,164

・地方税

・使用料、手数料
・交通安全対策特別交付金

注４　介護サービス事業は、市直営のディサービス事業であるため、決算統計上は公営企業会計として経理する。 注５　地方債現在高は、公営企業会計として経理する介護サービス事業分については、除いている。

注２　「減税補てん債と臨時財政対策債を除く経常収支比率」とは、減税補てん債と臨時財政対策債を経常一般財源から除
いた場合の経常収支比率である。

注３　「一般財源等」とは、一般財源に特定財源中一般財源と同様に使用される財源を加えたものを言う。

・財産収入

90.9%
・地方交付税（普通）

注１　単位については、特に指示のあるものを除き、金額については「千円」、人数については「人」とする。

定額
運用
基金

・利子割交付金
・地方譲与税、地方消費税交付金

・自動車取得税交付金
・配当割、株式等譲渡所得割交付金

決 算 額 構成比
対前年度
増 減 率

715,212

7.5%

積
立
金
現
在
高

介護保険円滑導入基金

財政調整基金

技能労務職員
臨時職員

消防職員

繰上償還金

公共施設整備基金

常磐新線対策基金

3,010

947,463

人口集
中地区

平成１９年３月
３１日世帯数

一人当たりの給料月額(円)

35,255,927

1,864,702

50,790

老人保健事業

２　歳出内訳（目的別）
都道府県

国勢調査

三郷市 112372
1　歳入内訳

産          業          構          造人口
密度

就業
人口

区          分

歳入総額

歳出総額

平成１７年度

50,256
住民基本
  台帳

A

B

32,692,859

30,939,504

37,120,629

実質収支

単年度収支

歳入歳出
差 引 額

502,667

積 立 金

C : A-B

翌年度に繰り
越すべき財源

D

I

647,454

市町村たばこ税

都市計画税

計

157,702

249,257 -705,040

特別土地保有税
6,052

1,550,000

市町村
民税

443,200 個人

341,855
区       分

法人

327,403
349,290

E : C-D

F

G

1,813,912

-53,232

780,026

1,559,330

-254,582

債務負担行為額のうち翌年度以降支出予定額

329,568

0

ラスパイレス指数

地方債現在高
歳入一般財源等

実質債務残高比率

実質収支比率
公債費比率

起債制限比率
債務負担行為を含む公債費比率

義務的経費比率
公債費負担比率

1,753,355

16,192,930
15,282,429
20,724,691

0.876

基準財政収入額
標準財政規模

基準財政需要額

14.5%

財政力指数

194,025

235.0%

14.7%

15.9%
11.2%

52.7%
79.3%

15.5%

歳入一般財源等比率

実質公債費比率

25,920,921
41,096,460

94.8

17,152,857

96,954

767,310

0.5%

4.5%

7,615,012

6,190,341

1,855,936
3,820,230

経常収支比率
減税補てん債と
臨時財政対策債を
除く経常収支比率

1,856,106

7,494,681
5,510,981
7,571,049

うち経常一般財源等住民一人当たり額(円) 充当一般財源等

100%

区          分
145

36.1%

構成比決 算 額

職員一人当たりの人口

1,025,255

収益
事業

税徴収率15,000その他

収入比率
計 3,979,922収入額

介護サービス事業

税実質徴収率

合                    計

減債基金

教育公務員

H

区                    分

積 立 金
取 崩 額
実質単年度
収支

J : F+G+H-I

区                分
一般職員

平成１８年度 区                              分

人                 口 面   積    (K㎡) 30.16
市町村
類型

Ⅲ－１
18年度交付税
種地区分

Ⅱ－ ９

区                   分

7,874,638

1,198,359

国民健康保険
事業

下水道事業

固定資産税340,886

公営企業等への繰出

上水道事業

その他法定普通税

1,259,643

21,932,759

24,167,566

6.0%

45.9%

7.0%
1,210

1,536,944

・地方特例交付金

821,732


